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Ａ．研究目的 
 公衆衛生学的疫学研究、基礎的研究、臨床的研究、
社会医学的研究を行い、性感染症に関する特定感染
症予防指針に基づく対策の推進にあたっての課題
を抽出し、性感染症減少に向けた政策提言につなげ
ることを目的とした。特に、近年増加傾向にある梅
毒について感染の現状を基礎的・臨床的に把握し、
梅毒患者減少に向けた政策提言につなげることは
極めて高い臨床的意義がある。また、薬剤耐性淋菌
およびマイコプラズマ属による感染症の疫学、ゲノ
ム解析を実施することも目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
（倫理面への配慮） 
 
Ｃ．研究結果 
 研究班と日本性感染症学会とが協調して進めて
きた「Stop!梅毒プロジェクト」の効果を、全国の
梅毒発生動向調査による梅毒届け出数の推移から
検討した。それによると2018年7002例をピークとし、
2019年6590例、2020年5805例と減少しており、201
8年4月に発出した本プロジェクトが効果をもたら
している可能性がある。また、2018年6月に「梅毒
診療ガイド」を発刊し、医療者に正しい診断・治療
を啓発（さらにそのダイジャスト版を日本医師会雑
誌8月号に添付して、医師会会員に配布）したこと
が、正しい診断に基づいて治癒をもたらし蔓延の抑
制に結びついていることを想起させる。梅毒診療に
おける抗菌薬の治療効果判定特に治癒判定につい
て、サロゲートマーカーである梅毒抗体のうち、R
PRの低減の程度について、梅毒診療ガイドの記載を
検証した。もうひとつの課題である中高生への性感
染症予防教育に関しては、試行錯誤の中で、2012
年に日本性感染症学会と日本思春期学会とが共作
した啓発スライド、2016年に日本性感染症学会ホー
ムページにアップロードした予防啓発スライド（中
高生向け）が広く知られている。本研究班では、そ
れらをもとに、中学3年生をターゲットとした標準
啓発スライドを作成した。 
2013年以降女性梅毒罹患者数が急増し、その結果、
妊娠中に梅毒に感染し母子感染（胎内感染） 
が発生してきている。本研究では梅毒合併妊婦が集
まる医療機関に対して全国調査を実施し、梅毒 
合併妊婦に対する治療法と周産期予後・新生児予後
について国内の実態把握することを目的とした。2
018, 2019年度の第1回全国調査（回答率53%）、20
20年度の第2回追加調査により、回答率66%で、172
例の梅毒合併妊婦のCRFを収集した。研究組入れ対
象基準を満たす83例の解析では、妊娠中に経口ペニ
シリン内服による治療を開始したにも関わらず、2
0例の先天梅毒児（母子感染率24.1％）が発生した。

2011年～2018年で172例の梅毒合併妊婦、20例の先
天梅毒児が発生したことは、梅毒流行期が周産期に
大きく影響することを示している。詳細な解析の結
果、出産60日以前から十分な梅毒に対する治療を施
行された母体57例については、母子感染率は14％で
あった。母子感染が成立した母体は、すべて後期梅
毒であった。アモキシシリンとアンピシリンの母子
感染率の比較では、AMPCが11％、ABPCが27％で有意
ではないものABPCでは母子感染が起こりやすい傾
向があった。以上より、AMPC内服治療は早期梅毒合
併妊婦の母子感染を 
予防できることが示されたが、後期梅毒合併妊婦に
対しては母子感染予防効果が高いとは言えず、 
血中濃度等を考えるとペニシリンG筋注の再導入が
望まれる。 
日本性感染症学会に研究班で作成した啓発スライ
ドやQA集を公開したことにより、学校等で性教育資
材及び指導者向け講演会の資料として活用された。
また、スマートフォンで閲覧可能として、インター
ネット検索から、若年者やその親や教師など関係者
が、個人で啓発スライドから性感染症予防を学習す
ることにつながった。さらに若者に効果的な性感染
症予防方法を検討するために、予防啓発スライドを
用いた性感染症予防講演の実践を大学生対象に行
い、若者に有効な教育内容及び方法について調査を
行った結果、若者の性に関する知識や予防意識の現
状とともに、予防啓発ツールの活用について様々な
意見が得られた。効果的な予防啓発のためには継続
した教育の機会の必要性が示唆され、性感染症につ
いて自分自身の問題として捉えることが重要であ
ることから、情報発信や予防対策に関して、提言を
まとめた。 
咽頭・喉頭内におけるHPV感染状況を知るために、
愛知医科大学病院耳鼻咽喉科、または、東京女子医
科大学東医療センター耳鼻咽喉科を受診した者86
例で、何らかの理由でアデノイド切除術・口蓋扁桃
摘出術を受ける症例に、術中に採取された135固形
検体（咽頭・喉頭）を使用し、液相ハイブリダイゼ
ーション法（ハイブリッドキャプチャー II 法：h
c2）でHPV-DNA検査を行い、ハイリスク型（HPV-16・
18・31・33・35・39・45・51・56・58・59・68型）、
ローリスク型（HPV-6・11・42・43・44型）調査し
たが、HPV感染は確認されなかった。 
新学習指導要領に沿った小・中学生に対する性感染
症予防教育標準教材の作成に関する研究を行った。
研究班1年目に義務教育における性教育の現状に関
する情報収集、新学習指導要領の勉強会を行い、2
年目に学習指導要領に沿った性教育教材をを作成
し、3年目その教材を用いた性教育を実施して、生
徒の理解度などをアンケートにて調査した。 
性行動の多様化に伴い、耳鼻咽喉科領域の性感染症



検査希望者や罹患者は珍しくなくなった。しかし、
泌尿器科、婦人科など性感染症診療に携わる機会の
多い科から、性感染症に積極的に対応する耳鼻咽喉
科が未だ少ないとする意見が聞かれる。平成30年度
から令和元年度の2年間は、当科における口腔咽頭
の性感染症検査希望者と性感染症疑い患者の計18
人について、受診の目的および主訴、現病歴、前医
の有無、臨床経過、当科初診時の咽頭所見、検査項
目とその結果について後ろ向きに検討した。18例の
うち性感染症と診断されたのは、梅毒第2期が2例、
咽頭淋菌感染が1例で、うち男性1例は定期的に性風
俗の利用があり、女性2例は性風俗従業女性であっ
た。令和2年度は、日本耳鼻咽喉科学会の総会参加
者と、会員への郵送で性感染症に関するアンケート
調査を実施した。447名の会員から回答が得られ、
性感染症検査希望者の経験があったのは307人（6
9%）、さらに自施設で検査を行っていたのはそのう
ちの231人（76%）であった。耳鼻咽喉科領域の性感
染症疑い患者を経験があったのは187人（43%）、疑
い患者に自施設で検査を行っていたのはそのうち
の147人（80%）であった。検査希望者や疑い患者の
経験がある耳鼻咽喉科医においては、自施設での性
感染症検査の実施率は低くはなかった。 
性感染症領域でも薬剤耐性菌が問題になっている。
淋菌臨床分離株を広く収集し、淋菌臨床分離株の薬
剤感受性測定を実施した。全国の協力医療機関より
送付された淋菌性尿道炎検体より最終的に2018年5
86株、2019年は641株が淋菌として保存された。20
20年は暫定的に830株が保存された。PCG、TC、LVF
Xは非感受性株が大多数を占め、初期治療薬として
使用できないと考えられた。CFIXは以前と比べて低
感受性株が減少しているが、現在のわが国の用法用
量では初期治療薬としては推奨できないと考えら
れた。現在ガイドラインで初期治療薬として推奨さ
れているSPCMおよびCTRXは非感受性株はほとんど
分離されず、このまま使用可能であると考えられた。
また、Mycoplasma genitalium 臨床分離株を入手し、
さらに治療失敗症例の遺伝子変異について検討し
た。 
本研究は４県のうち人口の多い都市部を２県、人口
の少ない都市部を含む２県をそれぞれ 
ランダムに選び、県医師会に本研究に協力が可能な
県を選択した。梅毒の動向は減少しつつ 
あり、淋菌感染症は千葉県・兵庫県に多かった。性
器ヘルペスは女が男よ本研究は４県のう 
ち人口の多い都市部を２県、人口の少ない都市部を
含む２県をそれぞれランダムに選び、県 
医師会に本研究に協力が可能な県を選択した。梅毒
の動向は減少しつつあり、淋菌感染症は 
千葉県・兵庫県に多かった。性器ヘルペスは女が男
より多かったが、減少傾向にあった。妊婦健診で梅
毒が発見されることは少なくなく、増加していると
考えられる。性感染症以外の感染症定点では、トレ
ンドを追うことで十分な効果があるが、性感染症定
点の問題点として、性感染症を診療していない医療
機関が非常に多く、定点の機能を果たしていなかっ
た。非定点ではあるが診療に積極的な医療機関が多
い。これでは十分な性感染症患者数を追うことがで
きない。性感染症定点はランダムに定点医療機関を
選択することに問題があると考えられる。 
アジスロマイシン耐性梅毒トレポネーマ Treponem
a pallidum、セフトリアキソン耐性淋菌の国内状況
を検討した。また、国内外のマイコプラズマの耐性

状況について論文検索による情報収集を実施した。
国内において感染伝播している梅毒トレポネーマ
のゲノム解析を実施した。国内において異性間性的
接触で感染伝播している梅毒トレポネーマは90%以
上がマクロライド耐性であることが遺伝学的に示
された。マクロライドによる治療は効果が期待でき
ない。また、日本の検体から T. pallidumゲノム情
報を取得しデータベース上にある既知の情報と比
較した。アジスロマイシン耐性株は中国での伝播し
ている株と遺伝的には同一系統であることが示さ
れた。梅毒の増加要因について、東京の医療機関を
受診した女性に焦点を当ててリスク要因を解析し
た。2015年に大阪で分離されたセフトリアキソン耐
性淋菌が国内外で伝播していることが認められて
いる。国内事例を含む、世界の状況とまとめた。国
内での拡散は限定的であるが中国からは継続して
分離報告がなされている。マクロライド耐性Mycop
lasma genitaliumの世界的な分布を集計した。性器
クラミジア感染症の発生動向調査で得られたデー
タの解析を行った。5歳毎の年齢階級別定点当たり
報告数は、男性では2018年は20代後半が多かった。
また、2009年以降、各年齢階級で概ね横ばいであっ
たが、2016年から20前半の、2018年から20代後半の
若年者で増加してきていた。女性の年齢階級別定点
当たり報告数は、20代前半が最も多い状況が続いて
いた。2009年以降、各年齢階級で概ね横ばいであっ
たが、2016年から20代で、2017年から30代前半で増
加してきていた。一方、10代後半では2014年から減
少していた。 
 
Ｄ．考察 
３年間の本研究班の活動の中で、梅毒増加への歯
止めには疫学上一定の効果が現れているように見
受けられる。この傾向を維持できるか、新たな3年
間の本研究班での検討で実証していくことが肝要
である。中高生への出前授業に関して、教材スラ
イドの改良が今後も持続的になされていく必要が
ある。 
経口ペニシリン剤による梅毒の母子感染予防効果
は、早期梅毒合併妊婦に対しては有効であると考
えられた。一方、後期梅毒合併妊婦に対しては、
経口ペニシリン剤では完全に母子感染を予防する
ことはできない。その中で、アモキシシリン（AM
PC）の方がアンピシリン（ABPC）よりも母子感
染予防効果が高い傾向があった。妊娠初期のスク
リーニングと、早期の治療介入が、母子感染予防
に重要である。妊娠可能な女性には、梅毒とそれ
による母子感染（先天梅毒）に関する知識を啓発
する必要がある。妊娠中期以降に診断された妊婦
は、初期スクリーニングを受けていない不定期受
診妊婦の可能性が高いことから、特定妊婦のケア
のための母子手帳発行時の梅毒抗体検査の必要性
を説明するとともに、定期受診の注意喚起が望ま
れる。 
日本性感染症学会に研究班で作成した啓発スライ
ドを公開したことにより、学校等は性教育資材及
び指導者向け講演会の資料として活用していた。
また、スマートフォンで啓発資材を公開閲覧可能
として、インターネット検索から、若年者やその
親や教師など関係者が、個人で啓発スライドから
性感染症予防を学習することにつながった。調査
研究の検討から、性感染症に関する予防指針を踏
まえて、提言する。１．対象者につながる性感染



症予防啓発と支援を基本とする。２．他人ごと意
識で忘れられているリスクに対する情報提供と、
情報を判断する力を養う（リテラシーと実践）。 
３．当事者を主体とした教育啓発と支援を実践す
る。４．性に関する先入観にとらわれない社会環
境のもとに、相談・医療体制を整備する。５．対
策の評価を中長期的に包括的に行う。 
中咽頭がん1例を含む咽頭扁桃手術症例における
摘出検体86検体を用いたHPV疫学調査を実施した
がHPV検出例は認めなかった。アンケート調査で
は口腔性交の実施率がアンケート回答者の8割以
上で認められ特に女性に多い傾向があることが示
された。本研究のLimitationとして症例数が少ない
こと、2施設に限って行われた研究であること、本
調査対象に若年性再発性呼吸器乳頭種症（juvenil
e-onset recurrent respiratory papillomatosis; J
ORRP）が含まれていないことがあげられた。 
義務教育における性感染症予防教育のための教材
として、小学生用13本、中学生用7本のP.Pと指導
案の作成を行った。中学生用は生徒の理解度もよ
く、活用できる教材である。小学生用は実際の生
徒に使用して評価する必要がある。 
自ら口腔咽頭の性感染症を心配して耳鼻咽喉科を
受診する人が少なくないこと、性感染症検査を希
望する受診者や耳鼻咽喉科領域の性感染症が疑わ
れる患者の経験がある耳鼻咽喉科医では自施設で
の性感染症検査の実施率が低くはないこと、があ
きらかになった。一方で、受診者側からの性感染
症検査の要求に応じられる耳鼻咽喉科医が100％
ではない実態も示された。全ての耳鼻咽喉科医が
積極的に性感染症診療に携わるようにするべく、2
0歳代でまだ臨床経験の少ない耳鼻咽喉科医や、性
感染症検査を希望する受診者や耳鼻咽喉科領域の
性感染症が疑われる患者の経験がない耳鼻咽喉科
医を取りこぼさないように、啓発活動および情報
の発信を今後も継続していくことが必要と考える。 
2018〜2019年の淋菌臨床分離株の薬剤感受性試験
からは現在ガイドラインで初期治療薬として推奨
されているCTRXとSPCMは有効であると考えら
れた。 
４県で実施した全数調査センチネルサーベイラン
スから以下の状況が明らかになった。 
(1) 梅毒：近年梅毒の増加傾向が問題となってい
る。大人の梅毒は高止まりしている。 
ま た妊婦梅毒は胎児に影響があり、4県調査をも
ととした単純な計算ではあるが、約2000人の胎児
に梅毒が影響を与える。 
さらに人口の多い東京都、大阪府、福岡県を勘案
すると胎児への梅毒の影響はさらに多くなると考
えられる。 
(2) 淋菌感染症：淋菌感染症は非常に多い性感染
症である。9年間の観察機関でも減少傾向に至って
はいない。千葉県は少ないが、岐阜県、兵庫県、
徳島県は患者数が多い。 
淋菌感染症は男の性感染症と考えがちではあるが、
女の淋菌感染症は男の4分の一程度あり、少ないと
は言えない。 
(3) 性器クラミジア感染症：性器クラミジアは9
年間のトレンド観察では、男は2012年調査に比べ
て2020調査では約２倍に増加している。女に多い
性感染症と考えられてきたが、男も警戒すべき性
感染症となっている。地域では岐阜県、兵庫県が
多いところであるが、千葉県の増加が目を見張る

ものがある。妊婦クラミジア検査陽性者がこの3年
間増加しており、問題といえる。妊婦が性器クラ
ミジア感染症である場合、胎児に影響を与えるこ
とから、梅毒と同様警戒が必要である。 
(4) 性器ヘルペス：性器ヘルペスは女性に極めて
多い性感染症である。 
比較ではあるが、千葉県よりも岐阜県、兵庫県、
徳島県に多い性感染症である。トレンドとして減
少傾向にあるが、観察を始めた2012年程度に戻っ
たに過ぎない。警戒が必要な性感染症である。 
(5) 非淋菌非クラミジア感染症：非淋菌非クラミ
ジア性感染症は男に多くみられる性感染症である。
研究が進んでいないところではあるが、Micobacte
rium genitarium が近年増加していることから、
本研究で明らかに多い非淋菌非クラミジア性感染
症の一部は M. genitarium である可能性が極め
て高い。M. genitarium の治療は抗菌薬の選択範
囲が狭くなっていることから、積極的な臨床検査
が必要であると考えられる。 
(6)  妊婦健診の検査で発見された梅毒、性器クラ
ミジア感染症：妊婦健診で発見される梅毒は少数
であるが存在する。妊婦検診で発見される無症候
の性器クラミジア感染症も存在する。現在のとこ
ろ、胎児に影響のある梅毒、性器クラミジア感染
症の妊婦検診で1回しか無い。リスクのある人への
検査をする機会が必要なところである。 
(7)  定点医療機関の問題点：定点医療機関全てで
性感染症が発見されてはいなかった。感染症定点
の選定についてランダムに選択するのは疫学原理
的に間違いではない。しかしながら感染症定点の
選択は保健所に依頼されていることから必ずしも
ランダム選択ではないと考えられる。それは保健
所が医師会と相談し、作為的に性感染症定点を選
択していることが本研究から伺わせる。そのよう
な状態であるのなら性感染症については定点調査
ではなく、非定点の医療機関のうち診療に積極的
な医療機関を加えることによって、より正しい性
感染症の数値が得られると考えられる。 
一方、性感染症定点医療機関数が観察した３年で
非常に大きな差があり、正しく定点患者数を算出
していなかったと考えられる。2018年はあまりに
少なかったため、2019年に性感染症定点医療機関
数を恣意的に増加させ、2020年には2019年ほどの
低点数は必要がないと判断され減少させたと伺わ
せる。これでは正しい定点から得る性感染症患者
数は果たして信じることができるのであろうか。
本研究班は全数調査であり、このような恣意的な
操作が入ることはない。今後性感染症定点につい
て、いかに正しい患者数を得るための議論が必要
である。 
梅毒は性感染症としての患者数が多いこと、比較
的安価な診断法があること、抗菌薬による 
適切な治療により母子感染が防げることから公衆
衛生上重点的に対策をすべき疾患に位置付け 
られているが感染症サーベイランスにおいて報告
数が過小評価される傾向にある。 
本研究では感染症発生動向調査と谷畑らが行う性
感染症全数調査で得られた梅毒症例報告数 
から全国の梅毒症例数を見積もり、今後の公衆衛
生対応に資することを目的とした。 
4県全数調査とNESIDに対してCapture-Recaptur
e法を用いることで、全国の年間梅毒症例数 
（95%信頼区間）は2016年18,300（15,250-21,786）



例、2017年48,550（36,413-58,260）例、 
2018年35,035（28,028-41,218）例と推定された。
2016年から2018年のNESIDにおける梅毒症例 
の捕捉率は12%～25%と推定された。2016年から2
018年の全国の妊婦梅毒は年346例～785例 
（捕捉率5.2%～14.7%）と推定された。国・自治
体はNESIDの捕捉率を上げる努力を続けつつ、捕
捉率が低いことを前提として国内症例数の見積も
り、対策の立案や評価を行う必要性があると考え
られた。また、先天梅毒は10万出生あたり10例～2
1例と推定され、NESIDの報告よりはるかに多くの
梅毒母子感染が起こっている可能性があり、梅毒
男女間感染防止対策を強力に推し進める必要があ
ると考えられた。 
4県全数調査とNESIDに対してCapture-Recaptur
e法を用いることで、全国の年間梅毒症例数（95%
信頼区間）は2016年18,300（15,250-21,786）例、
2017年48,550（36,413-58,260）例、2018年35,03
5（28,028-41,218）例と推定された。2016年から2
018年のNESIDにおける梅毒症例の捕捉率は12%
～25%と推定された。2016年から2018年の全国の
妊婦梅毒は年346例～785例（捕捉率5.2%～14.7%）、
先天梅毒は10万出生あたり10例～21例と推定され
た。 
アジスロマイシン耐性梅毒トレポネーマ： 
現在日本で拡散伝播する梅毒トレポネーマの90％
以上はアジスロマイシン耐性株である。ペニシリ
ンを治療に用いることができない症例では注意を
要する。特に妊婦の梅毒治療は、胎児への影響を
考えると時間的な制限が存在する。速やかに、梅
毒検査陽性の妊婦の治療法について検討が必要で
ある。国内で拡散する梅毒トレポネーマ株の性状
を詳細に検討するために、ゲノム情報を取得しそ
の比較解析を行った。その結果、アジスロマイシ
ン耐性株は単一の遺伝的系統に属することが明ら
かとなった。このことは、感染伝播の主要因に関
して共通原因があることを示唆する。世界の梅毒
トレポネーマのゲノムの最尤系統解析とベイズ時
間解析を行ったところ，先行研究同様、アメリカ
やヨーロッパ諸国のSS14系統の菌株のほとんどが
SS14Ω-A系統に分類されていた。今回，日本で解
析したTPA株の大部分（20株中16株）はSS14系統
に分類され，中国の株を含む先行研究でサブ系統1
B（系統SS14Ω-B）とされた東アジア系統を形成
していた。本研究によって、日本ではNichols系統
とSS14系統の株が同時に流通していることが確認
されている。これまでの分子タイピング研究では、
男性同性間性的接触と異性間性的接触による症例
由来の梅毒トレポネーマの違いを評価することは
できなかった。今回のWGS研究ではそれぞれのコ
ミュニティの菌株が別々の系統であることが示さ
れた。地理的な観点からは，東京都と大阪府で採
取された異性愛者の菌株の実験結果が混在してお
り，日本で最も人口の２つの都市の異性間性的接
触の間で遺伝的に類似した菌株が流通しているこ
とが示された。2011年から2018年までに採取され
た菌株を用いて系統解析を行ったところ、東アジ
ア系統のうち、中国の菌株の推定共通祖先（MRC
A）が2006年に出現し、次いで日本の菌株のMRC
Aが2007年に出現した。したがって、東アジア系統
は2000年代半ば以降、中国と日本のクラスターに
分離したことになる。その後、中国と日本のTPA
株のゲノムは、それぞれ2000年代後半と2010年代

半ば以降に遺伝子の多様性を拡大しており、この
時期は、それぞれの国で梅毒症例が増加した時期
とほぼ一致していた。中国株のゲノムについては、
症例数の増加の開始が1990年代後半であったにも
かかわらず、1990年代半ばから2000年代前半にか
けて、その遺伝的多様性の増加が見られないとい
う矛盾があった。この事実は、本研究に含まれる
サンプル数が限られていたことによる検出バイア
スに起因すると考えられる。最も単純な説明は、
梅毒流行初期の中国におけるTPAのゲノムが十分
に体系的に収集・解析されていなかったことであ
る。東アジア系統が比較ゲノム学的に明確にされ
たことは日本と中国の間で梅毒トレポネーマが国
境を越えて伝播した例と言えるかもしれない。現
在、日本で発生している梅毒の大流行の原因は定
かではないが、中国から日本への旅行者の増加が
指摘されている。日本政府観光局（https://www.j
nto.go.jp/jpn/statistics/visitor_trends/index.htm
l）によると、中国から日本への旅行者数は2014年
から急増しており、これは日本の異性間を中心に
梅毒患者が増加した時期と一致する。しかし、今
回の結果では、日本の異性間性的接触による感染
者由来の菌株で形成されたサブクラスターに含ま
れるTPA菌株のMRCAは、2013年には現存してい
る可能性が高いことがわかった。また、TPA株15
A011MMと日本の異性からの菌株のMRCAは、そ
の系統から2007年には現存していた可能性がある。
したがって、限られたサンプル数と広い（6～7年）
95％HPDの値に基づいた解釈ではあるが、中国人
観光客増加と日本での梅毒発生との関連性を示す
仮説を裏付けることはできず、懐疑的である。 
セフトリアキソン耐性淋菌：これまでセフトリア
キソン耐性株は５種類存在していることが知られ
ている。４種類は散発的な分離であったが、penA-
60.001をもつFC428と遺伝学的に近縁の株は国内
において、さらに国際的にも拡散した初めてのセ
フトリアキソン耐性淋菌である。 
penA-60.001を保持するFC428-likeのセフトリア
キソン耐性淋菌は、国内では2015年以降、15株（F
C428を含む）、国外で2016年以降、カナダ、オー
ストラリア、デンマーク、フランス、アイルラン
ド、英国、韓国、中国、米国での分離が報告され
ている。（図２）中国では分離が継続して報告さ
れており、すでに27株の分離報告がなされている。
分離報告は北京、蘇州、杭州、湖南、成都、長沙、
上海と地理的にも異なる都市からであり、中国全
土での拡散が推察される。Yeらのよる報告（Med 
Sci Monit. 2019; 25: 5657– 5665.）では中国で
の人口10万人当たりの淋菌症例数は増加傾向にあ
ることが知られている。セフトリアキソン耐性株
の増加との因果関係については不明であるが、今
後注意していく必要がある。また、米国において
も2019年ネバダ州で初のpenA-60.001耐性株が分
離された。penA-60.001の保有を検証した結果、米
国内での拡散は否定されている。MMWR Morb 
Mortal Wkly Rep. 2020 Dec 11;69(49):1876-18
77.米国、英国、欧州は2010年以降、セフトリアキ
ソン250 mg あるいは500 mgにアジスロマイシ
ンを併用する推奨してきた。しかしながら、アジ
スロマイシン耐性株が世界的に増加していること、
比較的低用量 (日本は1 gを投与)のセフトリアキ
ソンとアジスロマイシンとの併用療法の治療失敗
列が存在することが知られてきたこと、セフトリ



アキソン耐性とアジスロマイシン高度耐性株が出
現したことから、米国、英国、欧州は推奨療法を2
019年以降変更した。それぞれ、セフトリアキソン
を1 g（英国、欧州）か500 mg（米国）の投与を
推奨し、さらに英国、米国はアジスロマイシンの
併用の推奨を取りやめた。欧州は、併用の推奨を
継続した。Fifer, H, Saunders J, Soni S et al. 
(2020) 2018 UK national guideline for the m
aof agement f infection with Neisseria gonorr
hoeae. Int J STD AIDS. 31, 4-15. 
Unemo M , Ross JDC, Serwin AB, et al. (20
20) 2020 European guideline for the diagnosi
s and treatment of gonorrhoea in adults. Int 
J STD AIDS doi: 10.1177/0956462420949126 
St Cyr S, Barbee L, Workowski KA et al.(20
20) Update to CDC's Treatment Guidelines fo
r Gonococcal Infection, 2020. MMWR Morb M
ortal Wkly Rep   69:1911-1916. 
薬剤耐性 Mycoplasma gentitalium 2020年にMa
chalek DA らによってM. genitaliumのマクロラ
イドおよびフルオロキノロン耐性に関するメタア
ナリシスの結果が報告された (Lancet Infect Dis.
 2020, 20: 1302-1314)。それによるとマクロライ
ド耐性は2010年以前の10%から、2016-17年の51.
4%に急増していることが示された。また、フルオ
ロキノロン耐性も7.7％とされマクロライド耐性と
異なり増加傾向は認められていない。M. genitali
umは現在、重要な細菌性感染症として認識されて
おり、本感染症の治癒を確実にし，耐性株のさら
なる拡大を防ぐために，世界的なサーベイランス
と治療効果の最適化が求められる。 
性器クラミジア感染症の発生動向調査：感染症発
生動向調査における性器クラミジア感染症の人口
当たりの報告数が20歳代から30歳代の男性や20歳
代の女性で増加してきており、これらの年齢層の
男女で罹患率が増加してきている可能性がある。
クラミジア感染症の有病率や報告率は、先進国の
中でも増加している国と減少している国があるが、
その見積はサンプリングのバイアスを大きく受け
るため、国々のデータを一概に比較することは困
難である。ただ、国内では、NAAT導入以降検査法
やスクリーニング法（国内では妊婦健診で実施）
について、大きな変化を認めておらず、トレンド
に関してはそのとおり解釈できると考えられた。
クラミジアの人口当たり報告数が増加してきてい
るこれらの年齢層やより若い世代で、コンドーム
使用や不特定多数を相手にした性交渉を避けるこ
とについての啓発が重要であると考えられた。ク
ラミジア感染症のコントロールには骨盤内炎症疾
患の予防が大きな目的の一つとして挙げられる。
骨盤内炎症疾患は国の患者調査で3年おきの情報
が公開されているが、2011年以降減少傾向にある
（ICD-10：N71、N73-77）。クラミジア感染症の
増加傾向と骨盤内炎症疾患の減少傾向とのギャッ
プの原因は不明であり、更なる検討を要すると考
えられた。本研究の制限として、感染症発生動向
調査は原則として定点医療機関を受診した有症状
患者が対象であるため、無症候の患者が必ずしも
補足されていないということが挙げられる。また、
クラミジア感染症は無症候が多いため、スクリー
ニングを含めた国内の検査数が動向把握の解釈に
重要だが、国内の検査数と検査陽性率の推移が不
明である。また、咽頭感染など、陰部外のクラミ

ジア感染症については報告されていない可能性が
ある。 
女性の梅毒感染リスク因子：昨今の女性における
異性間性的接触による梅毒感染に関し、過去6ヶ月
以内の性風俗産業従事歴がリスクの1つとして示
唆された。また本研究では、性風俗産業従事歴の
有無により異なるリスク因子が確認された。今後
の梅毒流行への対策には、それらの差異をふまえ
た上で、特に若年者を対象に、対象者毎に適した
包括的なアプローチを検討していくことが重要と
考える。また2019年以降、発生動向調査において
性風俗産業従事、あるいは利用について情報を収
集することとなった。これらのデータを効果的に
還元することが重要である。また、山岸らの報告
にある通り、2016年から2018年のNESIDにおける
梅毒症例の捕捉率は12%～25%と推定された。妊婦
梅毒は捕捉率5.2%～14.7%と推定されている。
国・自治体はNESIDの捕捉率を上げる努力を続け
つつ、捕捉率が低いことを前提として国内症例数
の見積もり、対策の立案や評価を行う必要性があ
ると考えられた。また、先天梅毒は10万出生あた
り10例～21例と推定され、NESIDの報告よりはる
かに多くの梅毒母子感染が起こっている可能性が
あり、梅毒男女間感染防止対策を強力に推し進め
る必要があると考えられた。 
 
Ｅ．結論 
 3年間の研究成果から発信した政策提言は性感
染症に関する特定感染症予防指針に基づく対策の
推進の改訂に有益な情報を提供できると考える。
特に、梅毒に関しては、NESIDの問題点が抽出でき
改善に有益な情報を提供できたと考えている。さ
らに、研究班の啓発活動が、梅毒感染者の減少傾
向の一助になったと確信している。口腔咽頭の性
感染症の啓発、若者に対する啓発活動の重要性も
明らかにできたと考える。しかし、特に若者に対
する啓発方法について SNSの利用などを考慮する
必要があることも明らかにできた。 
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